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1. はじめに 

日本国内の温室効果ガス排出総

量の約2割を占める運輸部門にお

いては、排出量削減のために、技

術・車両・運行形態の革新を図る

のみならず、移動の変更を伴う交

通システム全体の改善が必要不可

欠である。一方、近年はICTやエネ

ルギー等に関する新技術の活用に

伴い「モビリティ革命」が起きつ

つあり、特にCASE（Connected・

Automated・Shared・Electrification）

と呼ばれる自動車の根本的な変革

が予想される。また、 MaaS

（Mobility as a Service）の登場とと

もに、これらを基盤とした交通モード間の連携が注目

を浴びている。しかし、モビリティ革命をもたらす新

たな技術・サービスの環境負荷に関する学術的・客観

的な評価や検討はほとんど行われていない。 

そこで著者らは「モビリティ革命が脱炭素化を実現

するための条件」を明らかにする手法の確立を目指し

て研究を進めている。本稿では、研究で開発しようと

している評価手法の概要について紹介する。 

 

2. 研究の目的 

本研究では、交通システムに様々な交通具・技術・

サービスを導入した場合の低炭素性変化を LCA（Life 

Cycle Assessment）を用いて把握し、さらに需要・供給

状況や、インフラ整備・エネルギー技術等の要因によ

る変化も考慮できる評価手法を開発する。これを実際

の都市に当てはめ交通システムの低炭素性を評価する

とともに、シームレスな移動も同時に実現することで、

QOL 向上にも資する交通システムのあり方を見いだ

す方法論を確立することを目的とする。 

 

3. LC-CO2排出量の評価手法 

3.1 フレームワーク 

本研究のフレームワークを図 1 に示す。著者らは、

通常の LCA では個別に評価される車両やインフラを

まとめて一体的な交通システムとして扱う SyLCEL

（System Life Cycle Environmental Load）による評価を

行ってきた。さらに、交通システム利用・走行状況を

反映させ、交通社会資本整備に影響を受ける他の交通

手段や活動まで評価を拡張した範囲（バウンダリー）

でのライフサイクル（LC）環境負荷を ELCEL（Extended 

Life Cycle Environmental Load）と呼び、道路整備や新規

鉄軌道整備時におけるCO2排出量変化の評価手法を構

築し実例に適用してきた。これらの評価手法を援用・

拡張し、次世代モビリティツール（交通具）・技術・サ

ービスの評価に用いる。そのために、各対象について

プロセスツリーを作成しそれに沿ってライフサイクル

にわたる CO2 排出量（LC-CO2 排出量）を特定化し、

CO2排出量変動要因とその関係性を整理する。さらに、

LCA に基づく各種交通具・技術・サービスの低炭素性

評価手法を構築する。 

まず、都市内の各種交通手段（自転車・電動アシス

ト自転車・電動キックボード・原付・自動車

（GV/EV/HV）・BRT・LRT・その他の中大量輸送機関

など）の LC-CO2排出原単位を収集・整備し、CO2排出

量を推計・比較する。その結果を踏まえ、交通需要・

輸送量等の条件に応じて導入・転換が環境負荷削減に

とって有効かどうかを SyLCEL および ELCEL の値で

評価し、さらに感度分析を通じて不確実性を考慮でき
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る方法論を構築する。これをベースに、各地域の特性

や車両特性・走行条件を考慮可能な低炭素性を評価で

きるようにする。その上で、地域公共交通への導入お

よび転換の検討時、各地域別・交通手段別に低炭素化

効果を客観的に把握できる簡易評価手法を提示する。 

 

3.2 LCA に基づく CO2排出量変動要因の整理 

モビリティ革命に資する新技術・サービスのうち主

なものとして、モード「交通具：電気・水素自動車、

超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ、電動

バス、自律走行バス」、サービス「交通路：カーシェア

リング、ライドシェアリング、バイク・サイクルシェ

アリング、モード連携サービス、貨客混載サービス」、

ライフスタイル「交通主体：リモートワーク、フレキ

シブルオフィス、EC・デリバリー、オンライン診療」

を抽出する。各項目の概要と普及・実装状況を整理し、

それらの組み合わせによるCO2排出量変動の主要因を、

製造から廃棄までの LC に着目して把握するために

LC-プロセスツリーを構築する。これを用いると、交通

具・技術・サービスの導入によって交通起源の CO2原

単位・排出量が変動する要因について、外生要因であ

る交通需要や燃料源、さらにこれらを規定する社会経

路を含め、技術要因・地域要因・行動変容要因・内外

的要因などの分析が可能となる。 

 

3.3 評価に必要となるデータ整備および分析方法 

抽出した項目および次世代モビリティツールやシス

テム・サービスを LC プロセスツリーに適用し、必要

なデータを入力することで SyLC-CO2 排出量を推計す

ることができる。ここで評価範囲は「車両」（交通具）

および「インフラ」（交通路）の製造・建設段階から、

運行・運用にかかる維持・管理段階、廃棄段階までの

一連の過程である。車両の LCA は「製造」「使用・維

持管理」「廃棄」の各段階からなる。「製造」段階は「素

材・部品・車体」の製品製造とする。「使用・維持管理」

段階は「燃費・電費」「走行距離・速度」「メンテナン

ス」など、「廃棄」段階は「廃棄」「リサイクル」とす

る。「インフラ」の場合は、「建設」「維持・運用」の段

階とする。 

これら各段階の評価に標準的に使用できる LC-CO2

排出原単位については、既に整備されているものを文

献などから収集するとともに、ヒアリング調査を通じ

て素材・部品の情報・データを収集し、LCI データベ

ース IDEA を用いて製造時の原単位を整備する。 

走行時の原単位については、次世代モビリティツー

ルの公表情報・データがほとんどないため、ヒアリン

グ調査による実測データ入手や実車両の電費計測試験

を通じて Well to Wheel 原単位を整備する。これを用い

て地域に応じた利用状況・車両・走行条件などにおけ

る CO2排出原単位・排出量を整備・推計し、それらの

組み合わせを比較・分析する。適用例として、乗用車

から鉄道・路線バス等の中大量公共交通への転換を進

めるため、端末交通機関としてシェア型のパーソナル

モビリティを導入する際、利用距離別・利用人数別・

乗用車種類別に導入前後の低炭素性を、中大量公共交

通と端末交通機関を合わせた交通システム全体で把握

できる。加えて、地域性（季節・気候・気温・冷暖房

使用・積雪量等）、走行条件（回生・勾配・加減速・線

形等）や乗車人数（輸送量）の変化など、様々な条件

を考慮して CO2排出量を推計することができる。 

 

3.4 LCA に基づく CO2排出量の簡易推計手法 

以上の考え方を踏まえ、次世代モビリティツールや

ICT・エネルギー技術、およびそれらの組み合わせであ

る交通システムの導入が低炭素化に貢献するかどうか

を、客観的・定量的に評価できる簡易推計手法を構築

する。これにおいては、導入によって変化する要因を

「確実に生じるもの」と「不確実なもの」に分け、交

通システムの LC の各段階における CO2排出量の変化

を地域別に把握する。これは導入する技術・システム

や、利用者数（交通需要）などの地域特性によって大

きく異なる不確実性を意識して把握することで、結果

の精度を考慮した評価を行うためである。 

 

4. 今後の進め方 

コロナ禍によりライフスタイルが大きく変化し、こ

れに伴う交通活動は終息後も縮小・質的変化が予測さ

れることから、その対応も踏まえたモビリティ革命推

進の方向性を探ることが必要である。そのため、今後

は、今後の公共交通および交通共有形態の変化を念頭

に、複数モードを組み合わせた交通システムの評価と

都市に与える影響を評価する。 

また、自治体および交通事業者（供給者）と使用者

（需要者）の所有・共有形態とビジネス（ステークホ

ルダー）が大きく変化していく中で、モビリティサー

ビスに関して、より多段階で環境評価・認証を行う仕

組みの構築とその普及が必要不可欠と想定される。そ

のための脱炭素性能認証制度を構築することを目指す。 
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